
 

 



はじめに：グローバルサウスとアフリカ

グローバルサウスという言葉を頻繁に耳にす

るようになった。グローバルサウスが注目を集

める理由はいくつかある。まず，そこに含まれ

る国々の政治経済的な存在感の高まりである。

GDP 世界総額に占める OECD（経済開発協力

機構）諸国の割合は，1960 年代以降長きにわ

たって 80％前後で変化がなかったが，2000 年

代以降急速に低下し，2021 年には 6 割程度に

なった。中国をはじめとする新興国が劇的な経

済成長を遂げたことが，その背景にある。

近年の国際秩序の動揺も，グローバルサウス

への注目を高める重要な要因である。米ソの二

極体制が冷戦とともに終焉し，その後アメリカ

合衆国が単極的なパワーを持つ時期があったも

のの，21 世紀に入ると，新興国の急成長とア

メリカにおける孤立主義の高まりによって，国

際秩序に動揺が広がった。コロナ・パンデミッ

ク，ロシア・ウクライナ戦争，そしてガザにお

けるイスラエルとハマスの戦争は，この動揺を

いっそう深めている。世界の分断が露わになる

なかで，グローバルサウスの動向が国際政治の
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グローバルサウス時代の

アフリカはどこに向かうか

新興国の経済成長や国際秩序の動揺の中で，グローバルサウスへの注目が集まっている。本稿では，グロー

バルサウスの中核とも言えるアフリカの今後の方向性を考えるため，長期的なトレンドで経済の趨勢を捉え，

それを規定する構造的要因について検討する。独立以降，アフリカ諸国は成長と停滞を繰り返してきたが，急

速な人口増加と 2000 年代〜2010 年代半ばの成長によって，その経済規模は顕著に拡大し，西側諸国の援

助はレバレッジ効果を低下させている。ただし，アフリカでは東アジアのような高度成長は起こらなかった

し，当面は起こりそうにない。その原因の一つは顕著な経済的不平等にあり，膨大な貧困層が脆弱な状況から

抜け出す見通しが立っていない。貧困層は気候変動や紛争といった外的ショックから甚大な影響を受けやす

く，「貧困の罠」にとどまる傾向にあって，それがアフリカの持続的高成長を難しくしている。日本としても，

こうした構造的成長制約要因をはじめとするアフリカの政治行動の背景を理解したうえで，どのような関係を

構築すべきかを考える必要がある。



行方に重要な含意を持つようになった。

本特集は，グローバルサウスの中核とも言え

るアフリカ諸国に焦点を当てる。実のところ，

何がグローバルサウスなのか，その定義に合意

はない。果たしてロシアや中国をグローバルサ

ウスと呼びうるのかについては，議論の余地が

大きい。一方で，グローバルサウスにアフリカ

を含むことに異論を唱える人はいない。総じて

貧困で，植民地経験を共有するアフリカ諸国

は，グローバルサウスを代表すると言ってよ

い。

アフリカをめぐっては，楽観論と悲観論が交

差する。この大陸は急速な人口成長を遂げつつ

あり，2050 年には世界人口の 4 分の 1（15 歳

から 24 歳人口に限れば 3 分の 1）を占めると

予測されている。豊富な労働力，豊富な資源，

拡大する市場，といった側面は，明るい未来を

想起させる。一方でアフリカには，電気や水道

など基礎インフラの不足，政治的混乱や紛争な

ど，先行きに不安を抱かせる事象にも事欠かな

い。今後のアフリカの行方は，グローバルサウ

スにとどまらず世界全体に影響を与えることで

あろう。

本章では，具体的な事象に即してアフリカの

今後を考える。分析対象の主眼はサブサハラア

フリカ諸国に置かれる。まず，マクロ経済指標

と先行研究に依拠してアフリカ経済の長期トレ

ンドを振り返り，過去 20 年あまりの間に起き

た大きな変化を確認する。続いて，最近発表さ

れた世界銀行（世銀）による経済見通しを利用

して，アフリカ経済が現在直面している状況に

ついて触れる。そして，アフリカ経済の高成長

を阻む構造的要因──経済的不平等，気候変

動，政治的不安定──について説明し，これら

が相互に関連していることを示す。それによっ

て，アフリカの今後を考える手がかりとした

い。

Ⅰ アフリカ経済の長期トレンド

アフリカ経済は，これまでどのような趨勢を

辿ってきたのだろうか。図 1に，1960 年から

2022 年のサブサハラアフリカ諸国の一人あた

り GDP 実質値の推移を示す。この図から，独

立後のアフリカ経済が 4つの時期に区分できる

ことがわかる。1960 年から 1970 年代半ばま

で，一人あたり所得は着実に増加している。独

立直後のこの時期，資源価格の安定にも支えら

れ，アフリカ諸国はゆっくりと成長しつつあっ

た。それが反転するのが，1970 年代半ばから

1990 年代後半にかけてである。この第二の時

期，一人あたり所得は停滞から減少に転じてい

る。累積債務問題や構造調整政策による経済危

機が広がり，大規模な飢饉や武力紛争も頻発し

た厳しい時代であった。

1990 年代後半以降，アフリカ経済は成長に

転じる。これが第三期である。2000 年代は新

興国の資源需要に牽引され，アフリカ経済は顕

著な成長を遂げた。中国との経済関係が急速に
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出所：World Development Indicators から筆者作成。

図1 サブサハラアフリカ諸国の一人あたりGDP推移

（1960〜2022年 2015年実質値）



深まり，「アフリカ・ライジング」という言葉

が『エコノミスト』誌の表紙を飾った。しか

し，その成長は 2010 年代半ば以降頭打ちと

なった。これ以降が第四期である。中国経済の

減速などのために資源価格が低下し，それにコ

ロナ禍やロシア・ウクライナ戦争による混乱が

拍車をかけた。独立から約 60 年を経て，一人

あたり所得は増えてはいるものの，顕著な伸び

とは言い難い。東アジア・太平洋地域の一人あ

たり実質 GDP は，同じ期間に 10 倍以上増加

している。

ただし，一人あたり所得の変化だけでは，ア

フリカ経済の実態は捉えられない。成長と停滞

のトレンドに，経済規模の変化を合わせて考え

る必要がある。アフリカの経済規模は，人口の

急増に伴って著しく拡大している。1990 年代

初めのサブサハラアフリカ諸国の実質 GDP 総

額は，2022 年のそれの 3 分の 1 程度に過ぎな

かった。先に述べた第三期以降の経済成長は，

人口の急増ともあいまって，アフリカ経済を短

期間のうちに大きく膨らませたのである。

ヴァン・デ・ワーレは，1990 年代以降のア

フリカ経済の変化を分析した論文のなかで，こ

の時期の重要な特徴として，援助を通じた西側

諸国のレバレッジ効果が失われたことを指摘し

ている。アフリカ諸国はかつて援助依存と言わ

れ，現在もなお多額の援助を受け入れている

が，以前のように，西側諸国が援助を通じて政

策に影響を与えることが難しくなった（Van

de Walle 2023）。

アフリカに対する西側先進国の政府開発援助

（ODA）は，1990 年代に減少したものの，2000

年代に入ると「テロとの戦い」の文脈で急増し

た。2010 年代以降は頭打ちになっているが，

今日のアフリカ向け ODA 総額は 1990 年代よ

り明らかに大きい。1980〜90 年代，西側諸国

は援助のコンディショナリティとして構造調整

政策の受入れや政治的民主化を迫り，実現させ

た。先進国の援助は当時，強いレバレッジ効果

を持っていた。しかし，今日その効果は減退し

ている。その背景には次のような理由がある。

第 1 に，債務危機の終焉である。2000 年代

の債務帳消し運動によって，西側がアフリカ諸

国の債務を免除したことで，アフリカの債務問

題はいったん収束した。一方で，そのため西側

諸国は債務減免を材料として政策に影響を与え

ることができなくなった。第 2に，西側先進国

以外のドナーが急増したことである。その筆頭

が中国だが，その他にも湾岸諸国，トルコ，韓

国，タイ，インドなど，いわゆる新興ドナーが

台頭した。第 3に，民間資本市場からの資金調

達が増加したことである。2010 年代以降，外

貨建て債券（いわゆるユーロ債）の発行によっ

て資金調達を図るアフリカ諸国が相次いでい

る。国内の株式市場も発達し，国内借り入れ額

も増加した。西側の援助に頼らずとも外国から

資金を調達する方策が広がり，かつてはアフリ

カに流入する資本の大半を占めていた西側の援

助は相対的な重要性を減少させた。

西側諸国からの経済的自立化が進んだこと

で，アフリカ諸国に裁量の余地が広がり，総じ

て拡大的な経済政策がとられるようになった。

結果として，2010 年代後半以降，資源価格の

低下，コロナ禍，そしてロシア・ウクライナ戦

争という外的ショックが続けざまに起こるなか

で，ザンビアやガーナのように再び債務危機に

陥る国が出ているのが近年の状況である。
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Ⅱ アフリカ経済の短期的見通し

最近発表された世銀の経済見通しによれば

（World Bank 2024），2024 年のサブサハラアフ

リカ諸国の経済成長率は 3.4％，2025 年は

3.8％とされ，2023 年の 2.6％から若干の改善

が見込まれている。2023 年には平均で 7％を上

回ったインフレが収束の方向に動きつつあり，

アフリカ諸国の起債が再開されるなど最近の債

務危機も一段落したと見られる（Douet 2024）。

パンデミックの収束に対応して，世界経済も緩

やかに回復している。不安定要素はなお強いも

のの，アフリカ内外に少しずつ明るい材料が出

ていることで，高めの成長率が予想されている

ようだ。

ただし，持ち直したとは言え，アフリカ経済

の成長率はそれほど高くはない。年率 2％を超

える人口増加率を考えれば，一人あたり所得の

伸びはわずかである。その意味でアフリカの成

長は弱々しく，かつて東アジアが経験したよう

な高度成長は起こっていない。

アフリカの経済成長が持続性を欠き，脆弱で

ある理由として，上述の世銀によるレポートは

幾つかの構造的要因を挙げている。そのなかで

も重要なものとして，経済的不平等，気候変

動，紛争がある。以下では，その概略を解説し

よう。

Ⅲ 経済的不平等

アフリカ諸国の経済格差は深刻である。所得

の不平等を示すジニ係数を開発途上地域別に比

較すると，サブサハラアフリカ諸国の平均値は

ヨーロッパ・中央アジア，南アジア，中東・北

アフリカ，東アジア・太平洋諸国を上回り，ラ

テンアメリカ・カリブ海諸国に次ぐ高さとなっ

ている。また所得水準別に比較すると，サブサ

ハラアフリカ諸国は同じ所得水準の他地域の

国々に比べて，ジニ係数が 10 ポイント程度高

い（World Bank Group 2024, 58）。つまり，所

得水準は総じて低いのに，国内の所得格差が大

きいのである。

なぜ経済的不平等が問題なのか。持続的経済

成長との関係でいえば，著しい経済格差は持続

的な経済成長を阻害する。その理由は，絶対的

貧困層がきわめて脆弱で，持続的・安定的な生

計の改善が難しいからである。こうした貧困層

は，そもそも貯金がないために投資ができず，

保険がないために健康を害すると多額の出費を

余儀なくされる。病気によって所得機会を失う

可能性も高い。教育が不十分なために，雇用機

会も制約されている。こうした無い無い尽くし

の状況は，「貧困の罠」とも呼ばれる。「貧困の

罠」にある人々は，災害や事故，経済危機と

いった外的ショックから甚大な影響を受けやす

い。少しばかり生活が改善しても，外的ショッ

クが発生すれば，すぐに貧困状態へと戻ってし

まう。人口の大半をこうした脆弱な貧困層が占

めていれば，その国の経済成長はどうしても脆

弱で不安定になる。

貧困を削減し，貧困層の生活水準を上げるた

めに必要なのは，経済成長と所得再配分政策で

ある。貧困削減の最も有効な方法は，言うまで

もなく経済成長である。上で説明した「貧困の

罠」を脱するには，人口の多くが外的ショック

に対応できる程度に所得水準が上がり，社会保

障などの制度構築が進まねばならない。このた

めには持続的な高成長とともに，貧困層をター

ゲットとした生活支援策が必要となる。持続的
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高度成長と所得再配分政策を同時並行的に実施

するのは簡単ではないが，日本を含めた東アジ

アでは，これによって貧困削減に成功した。中

国やインドでも，2000 年代以降の成長によっ

て，巨大な規模の人口が貧困を脱した。

アフリカの経済成長は，貧困削減効果が弱い

と指摘されている。開発途上地域間で比較する

と，経済成長の貧困削減効果が最も低いのはア

フリカである（World Bank Group 2024, 57）。

なぜ経済成長が貧困削減に結びつかないのか。

その理由として重要なのは，産業構造と社会経

済インフラをめぐる問題である。

アフリカでは，ほとんどの国が一次産品輸出

に依存した経済構造をなしており，農業や鉱業

が主要産業として成長のエンジンを担ってい

る。そうした産業は，典型的には，農業であれ

ば小規模零細な生産者，鉱業であれば採掘等を

担当する大企業によって支えられている。コー

ヒーやココア，紅茶などの農産物需要が高まれ

ば農民の所得は増加するが，零細農民が「貧困

の罠」から脱するほどの需要増が持続すること

は期待できない。農産物価格の動向は不安定

で，歴史的に見れば，零細農民が「貧困の罠」

から脱したのは，ほとんどの場合，より生産性

の高い産業部門への移動（就業の変化）を通じ

てであった。アフリカでは，農業部門から離れ

る大量の労働力を吸収するはずの産業部門が

育っていない。

一方，鉱業部門では，大規模な採掘企業が市

場を支配していることが多い。採掘対象となる

鉱産物によっても異なるが，一般的には，少数

の管理部門職員の他は，採掘作業を行う単純労

働者が雇用される。近年では機械化によって単

純労働者の数は減少傾向にあり，石油産業のよ

うに採掘労働者をほとんど必要としないものも

ある。鉱業部門が収益を上げ，国レベルの経済

成長に貢献したとしても，そこから直接裨益す

る労働者の数は限られている。製造業の発達が

貧困削減に寄与するのは，工場労働者を大量に

雇用し，所得分配を促すためだが，鉱業は製造

業に比べて雇用を通じた貧困削減のメカニズム

が弱い。

社会経済的なインフラの乏しさもまた，経済

成長と貧困削減への結びつきを弱める重要な要

因である。インフラは貧困層の可能性を広げ

る。鉄道や道路が整備され，移動できる範囲が

広がること，電気や水道が整備されること，教

育が普及すること，安価な医療サービスが利用

できること…。こうした社会経済的なインフラ

の充実は，人々の就業や起業の機会を拡大し，

暮らしの質を高め，「貧困の罠」に陥るリスク

を減らす。インフラ整備から最も裨益するの

は，貧困層である。アフリカの多くの国では，

依然として社会経済的インフラ整備が遅れてい

る。近年では南アフリカのような域内先進国で

さえ，大規模な停電が頻発するなどインフラの

脆弱性が目立つようになった。これが経済成長

の貧困削減効果を弱める結果になっている。

アフリカの経済的不平等は個人の才覚による

のではなく，構造的な問題に由来する。インフ

ラの未整備のために，教育や医療，あるいは電

気や水道への貧困層のアクセスが制限されてい

るなら，彼らの社会的上昇を可能にする機会が

奪われているということだ。時間とともに，そ

れは単なる所得格差から社会格差に変質するで

あろう。機会の不平等を通じて，社会格差が構

築され，再生産される。アフリカ諸国を比較し

た調査によれば，機会の不平等が最も大きいの

は南アフリカで（World Bank Group 2024, 60），

アパルトヘイト廃絶後 30 年を経ても，強固な
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社会格差が存在し続けている。

Ⅳ 気候変動

ここ数年，日本も含めて世界各地で気候変動

の影響が実感されるようになった。豪雨，干ば

つ，異常高温など，極端な気候による自然災害

が世界各地で続発している。グローバルな環境

や気候変動は，開発をめぐる問題に直結する。

環境や気候変動から最もネガティブな影響を受

けるのは，まずもって発展途上国の貧困層だか

らである。アフリカ大陸に居住する人口は世界

総人口の 17％を占めているが，そこから排出

される温室効果ガスは世界総量の 3.8％に過ぎ

ず，中国（23％），米国（19％），EU（13％）

などに比べてずっと少ない。しかし，アフリカ

は気候変動のネガティブな影響を直接的に受け

ている。

表 1は，2019 年以降アフリカで起こった主

要な自然災害をまとめたものである。この表か

ら幾つかの事実を知ることができる。まず，サ

イクロン，サバクトビバッタ，洪水，干ばつな

ど，アフリカが毎年深刻な自然災害に見舞われ

ていることがわかる。さらに，自然災害の発生

場所に注意すると，セネガル，モーリタニアか

らニジェールやナイジェリア，チャドを経て，

57世界経済評論 2024年9月10月号

グローバルサウス時代のアフリカはどこに向かうか

表1 アフリカにおける近年の主要自然災害（2019〜2024年）

2019 年 4 月 サイクロン「イダイ」，「ケネス」が，モザンビーク，ジンバブウェなどに深刻な被害をもたらす。死

者は 1000 人を超え，2万人が被災

9月 チャド北部で深刻な干ばつ

10 月 中央アフリカの首都バンギで洪水

11 月 コンゴ共和国北部のリクアラ，キューヴェット，プラトー州で洪水被害

2020 年 1〜6 月 サバクトビバッタが東アフリカ諸国（エチオピア，エリトリア，ケニア，ソマリア，南スーダン，コ

ンゴ民主共和国）に深刻な被害を与える（ピークは 2〜4月頃）

9〜12 月 洪水被害。モーリタニア，セネガル，ニジェール，ナイジェリア，カメルーン，スーダンなど，サヘ

ル諸国で多雨。ニジェール川，チャド湖の氾濫で 36 万人が避難。スーダンでも 65 万人が被害

2021 年 1 月 モザンビークでサイクロンにより，25 万人が被災

9月 南スーダンで洪水被害。ジョングレイ州を中心に 42 万 6000 人が被災

2022 年 2〜8 月 ケニア，ソマリア，エチオピアで，干ばつのため 2000 万人が食料危機に直面

3月 マダガスカル南部で干ばつ

4月 南アフリカ・クワズールー＝ナタール州で豪雨による洪水。400 人以上が死亡

9月 ナイジェリア，ニジェール，チャドで豪雨，洪水。ニジェールで 22 万 5000 人，チャドで 62 万人以

上が被災。

10 月 ナイジェリアで，6月以来の豪雨と洪水により 600 人以上が死亡，130 万人が強制移動を強いられる

12 月 コンゴ民主共和国の首都キンシャサで洪水被害。100 人以上が死亡

2023 年 5 月 ルワンダ，コンゴ民主共和国東部で豪雨，洪水。ルワンダで 100 人以上，コンゴで 400 人以上が死亡

9月 リビアのデルナ市が豪雨による洪水のため壊滅的被害を受ける。5000 人以上が死亡。4 万 3000 人以

上が強制移動

11 月 エチオピア東部，ソマリアで洪水。エチオピアでは 20 人死亡，１万 3000 人が避難。ソマリアでは

50 人が死亡，70 万人が避難

12 月 南スーダン，ユニティ州で洪水被害。避難民 23 万人

2024 年 3〜4 月 チュニジア，モロッコ，サヘル地域，南スーダンなどで異常高温

4〜5月 東アフリカで多雨と洪水。ブルンジで 20 万人が被災し，9 万 6000 人が強制移動。タンザニア，ウガ

ンダでも洪水による被害。ケニアでは 3月以来の豪雨と洪水で 200 人近くの犠牲者

出所：Le Monde紙などの報道に基づいて筆者作成。



スーダン，エチオピア，ソマリアに至る地域が

特に甚大な被害を被っていることがわかる。サ

ハラ砂漠の周辺にあたるこの地域は，降雨量が

少なく，生活環境が厳しい。もともとの生活基

盤が脆弱であるところに，自然災害が襲ったの

である。

結果として，近年の自然災害は途方もない数

の被災者や避難民を生んでいる。表から，被災

者の数が数万から数十万人に達する災害が続発

していることがわかる。貧困状態にある人々が

自然災害から大きな被害を受け，いっそう脆弱

な状態に陥っている。気候変動は今や，アフリ

カの経済成長を阻害する深刻な外的ショックと

なっている。

気候変動と途上国開発との関係については，

温室効果ガスの削減と発展途上国の経済成長を

いかに両立させるか，という論点も重要であ

る。これをめぐる西側先進国とアフリカ諸国の

対立や緊張は，既に顕在化している。ウガンダ

のアルバート湖付近やコンゴ盆地で進められて

いる石油開発に先進国の環境保護団体は厳しい

目を向け，それにアフリカ諸国の政府は反発す

る。先進国がそれによって経済成長を遂げた，

化石燃料の使用をなぜ制限されねばならないの

か，という論理である。気候変動に関しては，

アフリカが一致して自らの「犠牲者性」を主張

しやすい。今後，国際交渉において様々な要求

が繰り返されることになろう。

Ⅴ 武力紛争と政治的不安定

武力紛争に代表される極端な政治的不安定

は，当然ながら経済成長を阻害する。アフリカ

でも武力紛争が続いているが，その勃発には近

年地理的には偏りが見られる。コンゴ民主共和

国東部，カメルーン西部（英語圏），中央アフ

リカ共和国でも，低強度の紛争が続いている

が，近年の武力紛争は明らかにサハラ砂漠周辺

地域に集中している。

西アフリカのサヘル諸国では，イスラム急進

主義勢力が深刻な被害をもたらしている。モー

リタニア東部からマリ，ブルキナファソ，ニ

ジェールにかけては，アルカーイダ系の「イス

ラムとムスリムの支援集団」（JNIM／GSIM）

や，イスラム国系の「西アフリカ州イスラム

国」（ISWAP），「大サハライスラム国」（ISGS）

の活動域で，住民に甚大な被害を与えている。

治安状況の悪化は政府への不満，さらにはイス

ラム急進主義勢力対策として駐留していたフラ

ンス軍への不満を高めた。2020 年以降，これ

らのサヘル三カ国では，マリを皮切りに続けざ

まにクーデタが起こり，政権を握った軍はフラ

ンス軍に対する撤退要求を突きつけて，ロシア

に接近した。

ナイジェリア北東部では，ISWAP などイス

ラム国系グループの活動も活発だが，ボコハラ

ムは依然として深刻な脅威である。これら急進

主義勢力は住民の襲撃や政府軍との交戦はもと

より，相互に敵対し，衝突を繰り返している。

ボコハラムの指導者だったアブバカール・シェ

カウは，2021 年 6 月，敵対する ISWAP との戦

闘で死亡した。

ナイジェリアで最近重大な脅威となっている

のは武装強盗で，特に北部から中部にかけて被

害が広がっており，こうした集団が広大な領域

を支配する事態となっている。有力武装集団の

首領に関する新聞記事によれば，農耕民との衝

突で家族を殺害され，ギャングを生業とするよ

うになったのだという（Le Monde 17 Febru-

ary 2023）。武装集団が生まれる背景には，人
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口増加や気候変動の影響で農村部の土地不足が

顕在化し，牧畜民と農耕民などコミュニティ間

の緊張が高まったことが影響している。こうし

た治安悪化は農業を阻害し，人々の生活をいっ

そう悪化させている。

アフリカ東部に目を転じると，ソマリアでは

イスラム急進主義勢力のアルシャバブが活動を

続けているし，エチオピアでは 2020 年に北部

ティグライ州で内戦が勃発し，ようやく 2年後

に和平合意が締結されたものの，最近ではアム

ハラ州民兵と連邦政府との間の衝突が激化して

いる。スーダンでは，2023 年 4 月に軍事政権

内の分裂が激しい内戦に発展し，現在（2024

年 6 月）もなお和平の兆しが見えていない。南

スーダンは 2013 年に勃発した内戦が収束しつ

つあるとはいえ，政治状況は依然として不安定

である。

このようにサヘル地域から中央アフリカ，そ

してカメルーン西部やコンゴ民主共和国東部に

つながる領域は，長年にわたって低強度紛争が

継続する状況である。これによって農業は大き

な打撃を受け，生活が悪化するなかで，若者が

武装集団に引き寄せられるという悪循環が起

こっている。

結びにかえて

本稿は，グローバルサウス全体に影響を与え

るアフリカの行方を考えてきた。近年のアフリ

カは，コロナ禍，ロシア・ウクライナ戦争，気

候変動，武力紛争など，引き続く外的ショック

のなかで厳しい状況に置かれている。国内の構

造的な経済的不平等のために，貧困層が脆弱な

状況に留め置かれ，外的ショックを受けると

「貧困の罠」に陥りやすい。こうした脆弱な貧

困層は武装集団の動員を受けやすく，それに

よって政治的不安定を増幅させる傾向がある。

特に頻繁な外的ショックが予想されるサハラ砂

漠周辺地域は，当面経済成長の伸び悩みと政治

的不安定の悪循環に苦しめられるだろう。

若い人口構成，拡大する市場，そして豊富な

資源。これらは疑いなくアフリカの姿である。

顕著な不平等，インフラ不足，外的ショックの

頻発，というのもアフリカの一面である。アフ

リカは今後，政治経済的な不安定性，脆弱性を

抱えたまま，経済規模や政治的影響力を拡大さ

せていくことだろう。

そうしたアフリカに向けて，西側諸国以外

に，中国，ロシア，湾岸諸国，トルコなど，多

様な国々が関係強化を図っている。2024 年 6

月 4 日には，韓国がアフリカ諸国との間で初め

てサミット形式の会議を行い，48ヵ国が参加し

た。日本は 1993 年に世界に先駆けてアフリカ

との間でサミット形式の会議（アフリカ開発会

議：TICAD）を始めたが，この形は既に多く

の国で取り入れられ，アフリカとの関係強化が

進められている。昨今，グローバルサウスや

BRICS という枠組みが注目され，また中国，

ロシアのアフリカへの浸透が関心を集めてい

る。

しかし，グローバルサウスにせよ，BRICS

にせよ，多様な利害関係を内包しており，決し

て一枚岩の集団ではない。アフリカ諸国も同様

で，総体として西側に対抗する勢力になるとは

考えにくい。気候変動など特定のイシューでま

とまることはあっても，アフリカ諸国はそれぞ

れが，問題ごとに自らの利益を最大化するよ

う，外部世界とのつながりを利用していくだろ

う。あるイシューでは西側と組み，別のイ

シューでは中国と組み，また別のイシューでは
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インドと組む，といった具合である。結果とし

て，多極世界の中で複雑な利害関係に基づく国

家間関係が創出されることになろう。

日本としても，どのようにアフリカにアプ

ローチするのか，議論を深める必要がある。そ

のためにはまずもって，アフリカの現状を正し

く把握し，その可能性と課題を的確に理解しな

ければならない。
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